
団体名　広島県廿日市市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一般会計 36,540 36,030 510 333 61,182 197

旧大野町一般会計 5,876 5,380 496 496 9,197 215

旧宮島町一般会計 2,323 2,234 89 89 1,082 1,548

老人保健特別会計 21 21 0 0 - 17

同和対策貸付事業特別
会計 11 9 2 2 29 -

漁港管理特別会計 32 19 13 13 - -

小規模下水道事業特別
会計 111 107 4 4 - -

工業団地下水道事業特
別会計 28 23 5 5 - -

墓地管理事業特別会計 30 30 0 0 44 -

港湾管理事業特別会計 18 12 6 6 - -

旧宮島町港湾管理事業
特別会計 19 14 5 5 - -

旧大野町土地取得事業
特別会計 223 221 2 2 - -

旧大野町油ケ免土地区画
整理事業特別会計 0 0 0 0 0 -

旧大野町中央地区土地
区画整理事業特別会計 165 272 △ 107 △ 107 660 152

普通会計 44,075 43,535 540 363 60,240 1,633 基金から3,188百万円繰入

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの
繰入金

水道事業会計 2,151 2,136 15 - 173 15

水族館事業会計 284 284 △0 - - -

国民宿舎事業会計 242 293 △ 51 - - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
国民健康保険特別会計
事業勘定 8,967 8,840 127 127 - 475

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
旧大野町国民健康保険
特別会計事業勘定 1,237 1,347 △ 110 △ 110 - 147

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
旧宮島町国民健康保険
特別会計事業勘定 185 168 17 17 - 20

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

老人保健特別会計 10,549 10,684 △ 135 △ 135 - 622

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
旧大野町老人保健特別
会計 1,696 1,601 95 95 - 185

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
旧宮島町老人保健特別
会計 253 231 22 22 - 30

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
介護保険特別会計
保険事業勘定 4,587 4,507 80 80 - 559

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
旧大野町介護保険特別
会計保険事業勘定 893 735 158 158 - 264

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
旧宮島町介護保険特別
会計保険事業勘定 115 113 2 2 - 16

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
公共下水道事業特別会
計 3,874 4,152 30 1 21,925 1,999

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
特定環境保全公共下水
道事業特別会計 277 277 0 0 2,119 126

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

簡易水道事業特別会計 718 705 16 1 2,692 264

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

国民宿舎特別会計 61 61 0 0 - 61

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
農業集落排水事業特別
会計 216 204 12 1 260 45

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
油ケ免土地区画整理事業
特別会計 52 26 41 0 133 2

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

包ヶ浦観光事業特別会計 75 77 0 0 - 27

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

基金から107百万円繰入
地方債現在高は上記一般会計に含む
平成17年11月2日廃止

基金から2百万円繰入

平成17年11月2日廃止

基金から222百万円繰入
平成17年11月2日廃止

平成17年11月2日廃止
地方債現在高は上記一般会計に含む
平成17年11月2日廃止

法適用企業

基金から2百万円繰入
平成17年11月2日廃止

平成17年11月2日廃止

平成17年11月2日廃止

平成17年11月2日廃止

基金から350百万円繰入

平成17年11月2日廃止

平成17年11月2日廃止

法適用企業

法適用企業

備考

財政状況等一覧表（１７年度）

備考

基金から1,022百万円繰入
地方債現在高は上記一般会計に含む
平成17年11月2日廃止

基金から1,835百万円繰入



３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

山県西部消防組合 455 451 4 4 9 7.0%

宮島競艇施行組合 41,469 41,359 110 110 1,222 -

広島県市町公務災害補
償組合 110 85 25 25 - 8.3%

広島県市町職員退職手
当組合 7,116 6,094 1,022 1,022 - 6.8%

旧廿日市・大野衛生組合 281 241 40 40 2,247 100.0%

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は正
味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

備考

㈶廿日市市文化スポーツ
振興事業団 △ 776 54,645 50,000 154,411 - - -

廿日市市水産振興基金 △ 8,869 433,938 250,000 - - - -

廿日市市産業振興公社 243 4,789 5,000 - - - -

もみのき森林公園協会 7,510 22,421 5,100 - - - -

廿日市市土地開発公社 △ 8,695 644,333 5,000 - - 6,364 -

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

負担割合：廿日市市7.0%

平成17年11月2日解散
負担割合：廿日市市69.2%、旧大野町30.8%
地方債現在高は「１　一般会計及び特別会
計の財政状況」中、一般会計に含む

備考

98.5

1.5財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.708

14.7

負担割合：廿日市市5.3%、旧大野町2.1%、旧
宮島町0.9%

負担割合：廿日市市4.6%、旧大野町1.8%、旧
宮島町0.4%


